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ビ

                                                 

１．背景と動機 

 

財団法人海外通信・放送コンサルティング協力（JTEC）がe-Waste/3Rに関心を持つに至った

動機には直接的なものと間接的なものがある。 

まず直接的動機について述べる。膨張するアジア経済にあって、e-Waste/3R 問題は、

ASEAN 諸国が抱える重要な問題になっていくはずである。携帯電話機をはじめとする IT 機器

は、アジアの各国でも急速かつ広範囲に普及しつつあるが、世代交代が早いため、陳腐化し

た端末機等の利活用・廃棄処理が大きな問題になる。また、最近のレアアースの世界的需給

ひっ迫にも見られるように、IT 機器に使用されている貴金属や希少金属の回収システムの確立

も地球資源の有効利用や、我が国 IT 産業への供給源多様化の方策として注目されつつある。

このような状況下にあって、我が国の機械工業界は、高度な廃棄物処理技術を有しており、ま

た、IT 機器における貴金属等の高度なリサイクルシステムの確立に関するノウハウも保有して

いることから、e-Waste/3R を包括的に成功させるためのノウハウと機材の供与を含めたビジネス

モデルとしての輸出においても強みを発揮できるのではないのか。こうした直接的動機を持っ

たことが ASEAN（東南アジア諸国連合）3 カ国の IT 分野 3R 事業展開促進調査の背景である。 

次に間接的動機であるが、その第一は、発展途上国のデジタルデバイドの改善のためには

安価なネットワークアクセス端末が欠かせない。100 ドル程度のタブレット端末やスマートフォン

の利用も現実のものとなって来たが、もうひとつの方法として、中古機器の利活用がある。仮に

〈よく整備された中古の PC〉が安価で大量に供給できれば、郡部の IT リテラシー向上に寄与す

ることは間違いなく、結果的にデジタルデバイドの改善につながるはずである。〈よく整備された

中古の PC〉のように〈〉を付けた理由は、一定の技術基準をクリアする形のよく整備された PC を

供給することが重要だし、ビジネス上の差別化にもつながると考えているからである。 

第二には、IT 開発の両面性、つまり光と影を考えたとき、ともすれば、IT 開発の光の側に傾

き過ぎていないか、という点である。最近でこそ陰の側が、フィッシングや不正侵入などのサイ

バー犯罪を典型として語られるようになって来た。我々は、e-Waste/3R 問題を ICT 開発の影の

部分のひとつとして捉えることを提案したいと考えている。 

 

１． 調査の目的 

新興国・途上国においては、中間層の増加に伴い、携帯電話機やパソコンをはじめとするIT

機器の購入・買い替え・廃棄が量的に増大し、日常化するものと考えられる。低価格の中古品

の供給ニーズが高まる一方で、IT機器の不適切な処理や不法投棄による環境汚染等の問題

が深刻化する可能性も高い。そこで、インドネシア、カンボジア、ベトナムにおいて、その実態を

調査し、放棄されたIT機器の適切な処理と、希少金属の回収のため、3R1(Reuse、Recycle, 

Resource recovery)の推進の必要性、BOP ジネス連携の可能性等について、我が国情報通

 
1 3Rは一般的には、「Reduce,Reuse、Recycle」を指すが、本書では３Rを「Reuse、Recycle, Resource 

recovery」と定義する。 
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信機械工業の海外進出に資する情報提供と国際協力の可能性を調査する。なお、e-Waste/3R

については、いわゆる「資源性と有害性の管理」という両面からのアプローチが重要であるが、

本調査ではこのうち「資源性の管理」に重点を置いて調査する。 

 

２． 調査スケジュール 

対象国（都市） 調査日程（訪問） 訪問機関 

インドネシア（ジャカル
タ） 

6 月 13 日～15 日 
6 月 17 日 

1. コンピュータソフトウェア協会 (ASPILUKI) 
2. 環境省 
3. PT. Tembaga Mulia Semanan Tbk (TMS) 
4. PT. Furukawa Optical Solution Indonesia 
5. JETRO インドネシア事務所 
6. JICA インドネシア事務所 
7. PT. TES-AMM Indonesia (TES-AMM) 
8. PT. Prasadha Pamunah Limbah Industri  (PPLi) 

インドネシア（バンドン） 6 月 16 日 
9. PT. Mukti Mandiri Lestari(Mukti) 
10. バンドン工科大学(ITB) 

カンボジア（プノンペン） 6 月 20 日～22 日 

11. JETRO カンボジア事務所 
12. JICA カンボジア事務所 
13. Resolvo 社 
14. Blue Technology 社 
15. 環境省 
16. 国家 ICT 開発庁 （NiDA） 
17. カンボジア商工会議所 （CCC） 
18. 王立プノンペン大学 IT センター 

ベトナム（HCMC） 6 月 23 日、24 日 

19. HCMC 南部持続発展局 
20. HCMC コンピュータ協会 
21. DONG TAM Group 
22. First Co. Ltd. 
23. Fujitsu Computer Product Vietnam 

ベトナム（ハノイ） 6 月 27 日～30 日 

24. JETRO ハノイ事務所 
25. 日立アジア・ハノイ事務所 
26. JICA ベトナム事務所 
27. 富士通ベトナム 
28. ハノイ工科大学 （HUST） 
29. 都市環境公社 （URENCO） 
30. 工商省工業安全技術･環境庁（ISEA-MOIT） 
31. 現場視察 （中古電子機器市場 2 カ所） 
32. ベトナム情報処理協会 （VAIP） 
34  ベトナム電子産業協会 （VEIA） 

 

３． 調査団の構成 

 

団長 布施 誠  JTEC 専門部長 

団員 牛坂正信 JTEC 第 2 技術部長 

団員 永谷光行 JTEC シニア・コンサルタント 

 

４． 調査の対象 

廃電気電子機器・e-Waste を概念化すると次のようになる。すなわち e-Waste は、産業廃棄物



e-Waste/3R 調査報告書 
 

  
要約-3 

 

の一部及び家庭廃棄物の一部として存在する。但し、ベトナムでは e-Waste は固体廃棄物の一

部とみなされている。 

 

 

廃電気電子機器 
e-Waste

固体廃棄物 Solid Waste 

一般廃棄物（家庭廃棄物を含む）
Non-Industrial Waste include Household Waste 

有害廃棄物 
Hazardous Waste 

無害廃棄物 
Non-hazardous Waste 

産業廃棄物 Industrial Waste 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e-Waste にも多くの種類や項目が存在するが、今回の調査では以下の点線で囲まれた部分

を対象とした。縦軸は e-Waste の種類であり、横軸は先に述べた e-Waste の利用形態を表して

いる。e-Waste/3R 政策は、それぞれの深度や広がりの発展に密接に関与する。 

 

 

携帯電話 

パソコン 

その他電子機器 

その他電気機器 

再利用 
Reuse 

再生利用 
Recycle 

資源回収
Resource 
recovery 

本調査の対象領域 
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５． 現 状 

インドネシア カンボジア ベトナム 

現在のところ、フォーマルな形で
e-Wasteとして処理されているもの
は、工場などから廃棄される電子
機器や部品に止まっている。家庭
や 一 般 企 業 か ら 排 出 さ れ る
e-Wasteの処理は、インフォーマル
な業者がそれぞれ個別に処理を
行っている状態で、国や地方政府
が管理できる状況にはない。また、
Reuse、Recycleの過程での利用や
処理はかなり発達しているが、
Resource recovery の範囲になる
と、国内でこの処理業務を行って
いる企業は存在せず、隣国のシン
ガポールなどに搬送して処理して
いるのが実情である。 
 

カンボジアは e-Waste/3R イニシア
ティブにおいても発展途上にある
といってよい。国連機関のＵＮＥ
Ｐ、日本の環境省、ＮＧＯなどの支
援を得ながら、環境省が主導して
2000 年代後半から活動を行って
いるが、それは民間セクターや家
庭に浸透しているとは言い難く、依
然として遊離した状態にあるといっ
てよい。首都プノンペンを中心に
都市化の波があらゆる面で出始め
たいま、e-Waste/3R に関し、官民
連携の強化が求められている。法
整備も含め、同施策をより強固に
実践的に推し進める体制の構築
が必要である。 

e-Waste は固形廃棄物や有害廃棄
物の一部として規制されており、そ
の取扱いはライセンスが必要であ
るが、必ずしも適切に処理されて
いない。e-Waste の Recycle はリサ
イクル工芸村とよばれる地域で金
属やプラスチックなどを取り出す処
理を行っている。また、PC や CRT
を破砕したりしてプリント基板など
の有価廃棄物を取り出している。し
かし、これらも不適切な処理が多
く、健康被害や公害の発生、自然
破壊に繋っている。有価廃棄物は
こうした方法以外ではベトナムで
Resource Recovery ができないた
め、多くは中国に送られて処理さ
れている。最近では、工商省や研
究 機 関 に お い て Recycle や
Resource Recovery を国内で適切
に行うことを真剣に考えており、新
しい取り組みが始まっている。 

 

６． 国の政策及び法整備状況 
インドネシア カンボジア ベトナム 

（国の政策） 
環境省は、e-Waste の所管官庁で
あり、また、MICT（情報通信技術
省）もステークホルダのひとりであ
る。環境省は、2006 年に e-Waste
及びその 3R に関する Preliminary 
Study お よ び Survey を The 
Secretariat of Basel Convention の
支 援 の も と 実 施 し 、 報 告 書
「 Preliminary Inventory of 
Electronic and Electrical (E-Waste) 
in Indonesia」を作成した。その後、
省庁内でコーディネーションミーテ
ィングを実施しており、e-Waste に
関する規制などを策定中である。
環境省は、2011 年には上記の
Survey を基に具体的な実施プログ
ラムを実現したいと考えている。 
 
（法整備状況） 
 1993 年 Basel 条約批准 
主な法律は下記の通り。 
 1999 年 政令 18 号「有害有毒

廃棄物の管理に関する政令」 
 1999 年  政 令 第 85 号

「1999 年第 18 号の政令改
正」 

 2009 年 規制 18 号「有害廃棄

（国の政策） 
3R 及び e-Waste に関する政策は、
環境省（MoE）が担当している。推
測になるが、環境省に廃棄物関連
の活動を開始する切っ掛けを与え
たのは、2003 年 2 月から 2005 年 3
月まで実施された JICA の開発調
査である「プノンペン市廃棄物管
理計画調査」に違いない。この調
査の後、環境省は、国連開発計画 
技術・産業・経済局 国際環境技
術センター（UNEP-DTIE-IETC）の
支援を得て、本格的に廃棄物管
理に乗り出している。しかしなが
ら、印象では、資金難及び人材不
足のせいか、その活動も継続性が
なく、一元管理されているようには
見えない。 
 
（法整備状況） 
 2001 年 Basel 条約批准 
主な関連法を記す。 
 環境保護及び天然資源管理

に関する法律（1996 年）  
 製品及びサービスに関する

品質及び安全に関する法律
（2000 年） 

1. 政令（Sub-decree）は下記の

（国の政策） 
環境や廃棄物全般に関する取扱
いは天然資源環境省が主所轄官
庁である。e-Waste やその 3R に関
する政策などは、工商省、情報通
信省なども関与する。例えば、工
商省は環境・廃棄物に対する技術
的な問題解決と金融・産業分野で
環境保護を行う。また、工商省は
2012 年から 3 年間、リサイクルによ
り金属（銅、アルミ、錫など）や貴金
属を取り出す「廃棄物のリサイクル
を推進する政策とメカニズムの提
言」という国家プロジェクトを推進
する予定である。 
 
（法整備状況） 
 1995 年 Basel 条約批准 
主な法律は下記の通り。 
 環境保護法： 

ベトナムの廃棄物に関する基本
的な法律は 2006 年 7 月に施行
された環境保護法である。これ
は国の環境保護全般に係る基
準や管理についての法律であ
り、廃棄物はその一部として取
扱われている。 

 固形廃棄物の扱い： 
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インドネシア カンボジア ベトナム 
物管理の許認可手続に関する
規制」 

（http://b3.menlh.go.id/peraturan/） 
 
産業廃棄物を取り扱う事業者は、
環境省からライセンスを取得する
が、このライセンスは、廃棄物の収
集、運搬、利用、プロセス、保管に
分類されて 15 種類存在する。 

通り。 
 水質汚染管理に関する政令

（1999 年） 
 固体廃棄物に関する政令

（1999 年） 
 大気汚染管理及び騒音公害

の関する政令（2000 年） 
 カンボジアの工業標準化に

関する政令（2001 年） 
 オゾン破壊物質に関する政

令（2005 年） 
2. 関連する条例等は下記の通

り。 
 カンボジアにおける固体廃棄

物及びごみに関する内務省
及 び 環 境 省 の 共 同 声 明
（2003 年） 

 カンボジアにおける固体廃棄
物に関する環境ガイドライン
（2006 年） 

 カンボジア王国における廃棄
物に関する国家 3R 戦略（ドラ
フト）（2008 年） 

 

「2025 年までの固形廃棄物統
合管理国家戦略と 2050 年への
ビジョンの承認決定」（2009 年） 
 全ての固形廃棄物は各地域

の実態に即して、先進的で
環境に優しい技術を利用し
て回収、再利用、リサイクル
及び高度の処理を行い、埋
立て処分量を最小限に抑え
ること（2050 年迄のビジョン）

 有害廃棄物関連法： 
 有害廃棄物管理規定 （２０

１１年） 
 有害廃棄物の埋立てに関

する技術指針（２００２年） 
 有害廃棄物の管理に関す

る規制 
 
有害廃棄物管理規定施行により、
旧関連法が失効。有害廃棄物取
扱い事業ライセンスを受けていた
事 業 者 は 新 規 定 に よ る 検 査 を
2011 年 8 月 31 日までに受け、新
事業ライセンスを得ることを義務付
けた。 

 

７． 取り組み状況 

インドネシア カンボジア ベトナム 

（国の取り組み） 
 インドネシアでは、e-Wasteの輸

入は禁止されている。但し、中
古PCに関しては、需要の大きさ
か ら 、 貿 易 省 （ Ministry of 
Trade）が製造後3年以内、LCD
タイプ、Pentium4 以上等の仕
様を備える完成品中古ハードウ
ェアの輸入を許可する計画であ
る。また、環境省はCoordination 
Ministryとして中古PCをどう取り
扱うか関係のコンソーシアムに
図り検討を行っている。 

 国内で収集されたPCは中古の
低価格製品として再販された
り、学校で利用されたりするもの
もある。携帯電話機は1年程度
で取替える人が多く、今後はこ
の3Rも検討課題との認識をもっ
ている。なお、e-Wasteの対象と
しては、ＰＣのみで携帯電話機
は今のところ対象外である。 

 
（民間の取り組み状況） 
 今回の調査ではそれぞれ特徴

のある産業廃棄物処理業者 4

（国の取り組み） 
 カンボジアは e-Waste/3R イニシ

アティブにおいても発展途上に
あるといってよい。国連機関
UNEP、日本の環境省、NGO
などの支援を得ながら、環境省
が主導して 2000 年代後半から
活動を行っているが、それは民
間セクターや家庭に浸透してい
るとは言い難く、いっそうの努力
が求められている。首都プノン
ペンを中心に都市化の波があ
らゆる面で出始めたいま、官民
連携を強化し、法整備も含め、
e-Waste/3R 政策をより強固に実
践的に推し進める必要があると
思うのは我々ばかりではあるま
い。 

 
（民間の取り組み） 
 2,3 の IT 関連組織及び商工会

議所を廻った限りでは、3R 及
び e-Waste への認識はゼロに
近く、UNEP 及び環境省の活
動は何ら浸透していないといっ
てよい。 

（国の取り組み） 
 工商省・工業安全技術･環境庁で

は環境産業協会を設立し、産業
界の環境に係る指導と政策の
実行および環境産業の育成を
行っている。また、首相決定
Decision 1030/QD-TTg 2009
「2015 年までのベトナム環境産
業の発展と 2025 年までのビジョ
ン」に基づき、環境配慮促進プ
ロジェクトが発足し、3R の検討
が始まった。さらに検討中の廃
棄物回収法（案）に対するパブ
リックコメントを求めた。 

 ベトナムは特殊なものを除いて
中古品の輸入を禁止している
が、産業界の要望もあり、現在
は情報通信省により、ラップトッ
プＰＣの中古品輸入が認められ
ている。 

 プリント基板など有価廃棄物の
Recycle、Resource Recovery は
ベトナムには十分な技術と設備
がなく、不適切な処理のため、
社会問題となっているが、同時
にこうした有価廃棄物が中国に
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者と面談した。このうち、ローカ
ル企業の 2 社からは、業務領域
を拡大するための機材・人材に
関する日本からの ODA 支援な
どにも強い関心が示されてい
る。 

 
 PT. Teknotama Lingkungan 

Internusa （TLI） 
TLI 社は、PC、コピー機、音響

機器、カメラ、その他家電製品、
電線などの e-Waste やタンカー船
の廃油などの収集、運搬、及び
処理を行っている。 

 PT. Mukti Mandiri Lestari(Mukti) 
Jakarta と Bangdung の中間にあ
るBekasiにある e-Waste、化学廃
棄物、プラスチックスクラップ、金
属スクラップ、液体廃棄物、固体
廃棄物を取り扱う企業で、産業
廃棄物の収集、運搬、保管、処
理を行っている。1997 年創立
で、従業員は事務職 20 名、作
業員 80 名程度。地元の低学歴
者の雇用促進に貢献することを
社 是 に し て い る 。 2010 年 に
ISO14001 を取得している。 

 PT. TES-AMM Indonesia  
(TES-AMM) 
2010 年 6 月 に 設 立 さ れ た
e-Waste Management Solution を
提供する米国系企業である。イ
ン ド ネ シ ア で は e-Waste の
Logistics（収集、保管、運搬）と
Separation（金属、プラスチックな
どの仕分け）を行っている。収集
した e-Waste はシンガポールの
処理工場に運び、そこでリサイク
ルなどを行っている。プリント基
板（PCB）やパーツなどで貴金属
を含む e-Waste 輸出は、2010 年
には前年比で４倍弱に急激に増
加 し て お り 、 イ ン ド ネ シ ア で
e-Waste の問題が顕在化するの
は、時間の問題であることが、こ
の会社の資料からも見てとれる。 

 P.T. Prasadha Pamunah Limbah 
Industri （PPLi） 
日本の DOWA エコシステム社の
イ ン ド ネ シ ア 子 会 社 で あ る 。
Waste 全般に対して、分析、収
集、運搬、処理、最終処理、廃
油・廃液処理を行っている。同
社は環境省が最終処理のライセ
ンスを与えているインドネシア国

 カンボジアの廃棄物収集は市
や町の当局から民間に委託さ
れている。 Cintri (Cambodia) 
Limitedは、一般家庭ごみ収集
をプノンペン市当局から委託さ
れ て い る 。 Sarom Trading 
Company は、プノンペンとカン
ダール（Kandal）地域の産業廃
棄物の収集を請け負ってい
る。両社とも回収・輸送・廃棄
処理のライセンスを取得してい
る。ダンプサイトは、プノンペン
から 20km 離れたところに存在
する（有害廃棄物を埋設できる
ダンピングサイトが不足してお
り、環境面から見て合格点を与
えることが出来るサイトは存在
していないという記述がある。
サイトの近くの住民は危険にさ
らされていると指摘されてい
る。）。なお、これらの民間業者
は、e-Waste を専門的に扱って
いない。つまり、いまのところカ
ンボジアに e-Waste を扱うフォ
ーマルな業者は存在しない。 

 

輸出され、機会損失となってい
ることが課題として認識されるよ
うになってきた。そのため、地方
政府や政府系の廃棄物処理事
業者なども海外からの投資や
技術移転などを求めている。 

 
（民間の取り組み） 
 ハ ノ イ 都 市 環 境 公 社 （ Hanoi 

URENCO） 
ハノイ市内の家庭ごみ処理
（回収、運搬、管理、保管、最
終処分）を行うハノイ市人民委
員会傘下の企業である。産業
廃棄物処理は全国でのライセ
ンスを持っている。e-Waste は
収集した廃棄物を分解し、分
析するが、設備がないため、リ
サイクル業者に売り渡してい
る。日本の JICA とは「ベトナム
国ハノイ市における 3R イニシ
アティブ活性化支援プロジェク
ト」というプロジェクト（3R-HN：
3R ハノイ）を実施した。これは
生ごみの分別収集・リサイクル
の導入及び環境の PR を進め
たものである。 

 First Co. Ltd. 
2008 年 7 月にホーチミン市で
設立された日系企業である。
同社は廃棄物処理の品質と適
正管理で日系企業や外資系
企業の信頼を得ている。通常
の廃棄物処理のライセンスを
持つが、有害廃棄物処理設備
を導入し、この分野でのビジネ
スを展開したいと考えている。 
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内唯一の企業である。DOWA が
資本金の 95%、インドネシア環
境省が 5%を保有している。従業
員数は 400 名で、多くは工場周
辺の住民であり、雇用を提供し
地域的な貢献を行っている。 
15 種類の廃棄物の取り扱いライ
センスのうち、放射線廃棄物、
医療廃棄物を除く全てのライセ
ンスを保有するのはこの PPLi の
みである。 

 

８． ビジネスの機会・可能性 

インドネシア カンボジア ベトナム 

 Reuse ビジネス 
PC の中古市場や携帯電話機の
中古市場は既に民間主導で構
築されてきており、この分野で我
が国企業が参入できる余地は少
ない。 

 Recycle & Resource Recovery
ビジネス 
Indonesia Toward Green IT によ
ると、PC は 100 万台／年の規模
で廃棄されており、年率 25%で
増加しているとの調査結果があ
る。また、PC のライフサイクルは
3 年程度であり、再利用されるも
のの陳腐化が激しく継続して何
年も使用できるものではないと
いう ASPILUKI の話や、訪問し
た TES-AMM の e-Waste 輸出量
が大幅な増加をみせているこ
と、PC の本格的普及はこれから
であることを考えると、現在使わ
れている PC はここ数年のうちに
旧型を中心に e-Waste としてまと
まった量として出てくることが予
想される。また、携帯電話機の
廃棄に関しても、既に普及率が
100％に迫っており、また、その
使用形態/買換え形態並びに昨
今のスマートフォン需要等から
考えて、古いタイプの電話機を
中心に、大量に e-Waste となって
廃棄される可能性が高い。 
インドネシア国内での e-Waste の
規模が拡大することが予想され
るので、処理ビジネスへの参入
も増加するであろう。我が国企
業の参入が考えられるが、留意
すべき点として、以下の事項が
挙げられる。 
(1) 回収量としてみた場合には、

 Reuse ビジネス 
結論的には、携帯電話機と PC に
関連する Reuse の範疇でのビジネ
スは、既存の業者やショップで占
められており、間に合っているとい
うのが印象である。理由としては、
減ってきているとはいえ、携帯電
話ショップの数が 730 件ほど存在
し、その大半が中古携帯電話機の
販売を行っていると考えてよい。
PC ショップは急速に増えている。
320 件以上も存在する。PC の場合
はすべてのショップが中古機器を
販売していないだろうが、カンボジ
アではまだ中古 PC 数が少ないこと
を考慮せざるを得ない。 

 Recycle ビジネス 
この範疇のビジネスにフォーマル
の形で参入するのはかなり困難で
あろう。その理由として、 
(1) e-Waste 処理に関する法律が

未整備 
(2) インフォーマルな世界の収集

ネットワークや体制が出来て
いる 

(3) e-Waste の総量が相対的に少
ない 

ということがある。 
 Resource Recovery 

現状からして、Resource Recovery
ビ ジ ネ ス が 成 立 す る だ け の
e-Waste 処理量が継続的に得られ
るとは思えず、社会はまだそこまで
成熟していないと判断せざるを得
ない。因みに環境省の資料を見て
も、廃棄物の分類の中に e-Waste
の項目を見つけることが出来な
い。 

  ODA による支援 
カンボジアの場合、ODA を含む国

 Reuse ビジネス 
ベトナムでは PC 台数はまだ

少ないものの、携帯電話機は

既に 1 人１台以上の普及率と

なっており、ハノイやホーチミ

ン市などの都市地区では、

PC ショップや携帯電話ショッ

プが軒を並べている。これら

の店では、中古品の扱いと共

に、e-Waste となった PC や携

帯電話機から必要な部品を

取り出し、修理、組み立てな

どを行う技術者が従業員とし

て働いている。こうしたことか

ら、PC や携帯電話機をリユー

スする中古市場は既にあり、

多くのプレィヤーがいるため、

そこに日本企業が新たに参

入するのは困難であると思わ

れる。 
 Recycle ビジネス 

PC、携帯電話機のリサイクル

ビジネスの多くはインフォー

マルな形で実施されているも

のが多く、不十分な知識と設

備により処理されている。こう

したことの多くはリサイクル工

芸村と呼ばれる地区で処理

が行われている。工商省も国

としてリサイクリングに対する

経験を持っていないとの認識

であり、ホーチミン市なども知

識と経験を持つ日本企業に

よる投資や参入を期待してい

る。日本のリサイクル処理装

置や技術を用いて、こうした

分野に参入することはベトナ
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PC、携帯電話機だけでの
e-Waste 処理では限界があ
り、それ以外の e-Waste との
抱き合わせで考える必要が
あろう。 

(2) TES-AMM のようなビジネ
スモデル（国ごとに処理施
設を持つのではなく、特定
国に複数国をカバーするよ
うな処理施設を持つ形態）も
有効であろう。 

(3) 都市鉱山をその国毎の資
産と考えれば、国と民間企
業 の Public Private 
Partnership (PPP)スキーム
を利用して e-Waste 処理に
あたるということも有効であ
ろう。また、地方では、JICA
の BOPスキームの利用も有
効であろう。 

(4) e-Waste の回収ルートの確
立が最も重要である。前述
の e-Waste 処理企業を含む
既存企業との提携を考慮す
ることも参入を容易にするは
ずである。 

 
 
 
 
 

際協力分野でのビジネスの実現に
現実性があると考えられる。JICA
の国際協力などを想定して必要な
支援分野を列記すると下表のよう
になる。 

 
分 野 支援内容 記 事 

環境及び

関連分野

の法整備

e-Waste を含む

関連法整備支

援 

 

環境省及び地

方行政局の職

員研修 

官 側 の 人

材育成 

CJCC や職業訓

練機関での研

修支援（雇用促

進 策 の 推 進 と

同期） 

民 間 の 人

材育成 
人材育成

複数の国立大

学の環境学部

整備支援 

教育分野

で の 人 材

育成 

管理体制

構築支援 

（システム

導 入 支

援） 

環境省及び関

連出先機関へ

の管理システム

導入支援 

官 側 へ の

「 産 業 廃

棄 物 マ ニ

フェスト管

理 シ ス テ

ム」の導入 

ムにとって好ましいと言える。

また、リサイクルを適正に行う

ための廃棄物回収法案の早

期施行やベトナム政府による

外資の適正な廃棄物処理場

の建設・運営を含めた支援及

び住民に対する分別収集の

教育啓蒙が必要である。 
 Resource Recovery ビジネス

本来はベトナムで Resource 
Recovery すべき有価物を資

本や能力に乏しいとして、中

国に輸出せざるを得ない現

状は問題であるとの認識を示

している。 
ベトナムは世界有数の携帯

電話普及国であり、これらに

使われている貴金属などの

資源を環境に優しく安全に、

回収できる仕掛けを早急に作

らないと、ますます自国内で

再資源化をするのは困難とな

ってくるものと思われる。日本

には、いくつかのこうした分野

の対応能力を持つ企業が存

在しており、こうした企業と現

地との合弁企業を作るなどの

検討が必要であると考える。 

 

９． 提 言 

（１）e-Waste/3R の啓蒙活動の必要性と仕組み作り 

必要以上に地球の資源を無駄に使用しないということと地球環境を保全するという観点から

e-Waste/3R への取り組みはますます重要になる。この脈絡では、今回調査対象に選んだ 3 カ

国を含む ASEAN各国も日本も同列である。この視点に立って、日本側の支援を考慮に入れて、

当該 3 カ国おいて e-Waste/3R 啓蒙活動を強化し、そのための仕組み作りを急ぐことを提言した

い。JICA や環境省は、当該 3 カ国でも廃棄物処理に関する支援を行ってきているが、

e-Waste/3R についてはまだ考慮されていない。 

日本で起きたことは数年遅れで ASEAN 諸国でも生じる。また、e-Waste/3R が全地球的解決

課題あることを鑑みて、「e-Waste/3R はあなたの問題であると同時に自分の問題である」という

共通認識に立ち、支援策を講じていただきたい。 

東アジアの勃興がいわれ、急激な経済発展が喧伝されるが、その裏では負の遺産として、

e-Waste の無駄な蓄積が進行したり、インフォーマルな取引が活況を呈する事態が続く。

e-Waste 事業にはソーシャルビジネスとしての性格が色濃く反映される。環境の保全に資すると

いう直接的寄与もあるが、人手を必要とする事業でもあるため、雇用の促進というプラス面が評



e-Waste/3R 調査報告書 
 

  
要約-9 

 

価されなければいけない。ODA による支援が期待できる分野といえる。 

環境負荷の提言を考慮しつつ e-Waste の利活用を考える場合、その仕組み作りが重要にな

る。現実社会の持つ難しさがどうしても表れる分野でもあり、試行錯誤的に開発せざるを得ない

世界でもある。仕組み作りで参考になるのは、日本の家電リサイクル法やパソコンリサイクル法

などである。事実、今回調査した 3 カ国でも日本のやり方について質問があり、関心を持ってい

た。 

 

（２）日本政府の支援制度の活用 

インドネシア、カンボジア、ベトナムの当該 3 カ国が求めているものを一口でいうと、

e-Waste/3R に関する法的整備の充実と起業家支援である。3 カ国においてそれぞれの内容は

異なるが、すべて ODA の利活用も可能なように映る。ODA の適用は、法的整備においては、

政府間の国際協力スキームに載ることから、実現の可能性も高いし、e-Waste/3R 先進国として

の日本として支援しやすいと考えられる。一方、起業家支援については、JICA や JETRO の

BOP ビジネス支援制度の利用も考えられる。FS の支援はもとより、進出に際しての海外投融資

制度利用の道が開かれている。また、こうした JICA の支援は、経済産業省主導の「中小企業

海外展開支援大綱」によっても補完されるはずである。 

日本側 
 

相手国側 
 

 

JICA 

民 

間 

民 

間 

官 側 
支 援 

(関係機関) 

PPP/BOP FS 支援 

出資・融資 

企業間提携・出資 

許認可・ 

免税措置等 

許認可 

（中小企業海外展開支援大綱）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
日本政府（JICA）の BOP ビジネス支援スキーム  
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平成 23 年度 開発途上国通信情報基盤整備関係調査研究等補助事業 

ＡＳＥＡＮ地域におけるＩＴ分野３Ｒ事業展開促進調査 

 

１． 本調査について       

１．１ 調査の背景 

平成23年7月7日、「携帯電話リサイクル推進協議会」が発足した。これは、経済産業省、総

務省、環境省の協力のもと、携帯電話リサイクル活動の連携強化を図ることにより、更なる回

収・リサイクルの促進及び個人情報保護の徹底を行うことを目的としている。主な活動内容は、

店頭でのリサイクルに関する周知・啓発、量販店などを含めた国内全体の回収実績把握、回収

拠点の拡大、個人情報保護対策の徹底などと説明されている。 

同協会の発足が示すように、携帯電話機やIT機器のリサイクルは、資源の有効利用の観点

から喫緊の課題になってきた。 

 

何もこのことは日本だけの問題ではない。膨張するアジア経済にあって、ASEAN諸国も同様

に抱える重要な問題のはずである。すなわち、携帯電話機をはじめとするIT機器は、アジアの

各国でも急速かつ広範囲に普及しつつあるが、世代交代が早いため、陳腐化した端末機等の

利活用・廃棄処理が大きな問題となっているはずである。また、最近のレアアースの世界的需

給ひっ迫にも見られるように、IT機器に使用されている貴金属や希少金属の回収システムの確

立も地球資源の有効利用や、我が国IT産業への供給源多様化の方策として注目されつつある。

このような状況下にあって、我が国の機械工業界は、高度な廃棄物処理技術を有しており、ま

た、IT機器における貴金属等の高度なリサイクルシステムの確立に関するノウハウも保有してい

ることから、3R（リデュース・リユース・リサイクル）を包括的に成功させるためのノウハウと機材の

供与を含めたビジネスモデルとしての輸出においても強みを発揮できるのではないのか。こうし

た動機を持ったことがASEAN3カ国のＩＴ分野３Ｒ事業展開促進調査の背景である。 

 

１．２ 調査の目的 

新興国・途上国においては、中間層の増加に伴い、携帯電話機やパソコンをはじめとする IT

機器の購入・買い替え・廃棄が量的に増大し、日常化するものと考えられる。低価格の中古品

の供給ニーズが高まる一方で、IT 機器の不適切な処理や不法投棄による環境汚染等の問題

が深刻化する可能性も高い。そこで、インドネシア、カンボジア、ベトナムにおいて、その実態を

調査し、放棄された IT 機器の適切な処理と、希少金属の回収のため、3R1(Reuse、Recycle, 

Resource recovery)の推進の必要性、BOP ビジネス連携の可能性等について、我が国情報通

信機械工業界の海外進出に資する情報提供と国際協力の可能性を調査する。 

                                                  
1 3Rは一般的には、「Reduce,Reuse、Recycle」を指すが、本書では「２．１．１ e-Waste と3Rの定義」に述べ

るように、３Rを「Reuse、Recycle, Resource recovery」と定義する。 
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１．３ 調査対象国 

ASEAN メンバー国のうち、①インドネシア、②カンボジア、③ベトナムの 3 カ国2を対象とする。

自由主義経済のインドネシア、移行期のカンボジア、共産主義のベトナムとそれぞれ国の体制

が異なっていること、e-Waste 問題では話題になる中国とそれぞれの距離、人口の違い等を考

慮して、比較検討が意味を持つことが出来る 3 カ国を選択した。 

 

１．４ 調査スケジュール 

１．４．１ 国内機関へのヒアリング 

国内の複数の関係機関にヒアリングを行い、情報収集に努めるともにアドバイスを得た。主な

ものを記す。 

 

 情報通信ネットワーク産業協会 5 月 24 日 

 国立環境研究所（資源環境・廃棄物研究センター） 5 月 27 日 

 パソコン 3R 推進協会 6 月 1 日 

 

１．４．２ 現地調査 

当該 3 カ国を下記の日程にて現地調査した。産・官・学の動きを調査することを心がけ、でき

るだけその意図の沿うように訪問先を決定した。また、JETRO、JICA、日系企業の訪問を行い、

日本の関係者側から見える現地情報の収集にも心がけた。 

                                                  
2 当該 3 カ国の ICT の現状についてその概略を下表に記す。 

 インドネシア カンボジア ベトナム 
固定電話数 37,959.6 35.9 16,400.0 
同 100 人当たりの普及率 15.83 0.25 18.67 

携帯電話数 220,000 8,150.8 
111,570（情報通信省

2010.12） 
154,000（ITU 2010.12）

同 100 人当たりの普及率 91.72 57.65 
127.6（情報通信省

2010.12） 
175.3（ITU 2010.12）

インターネット利用者数  
173,675 

（通信省資料） 

420,000 
（ベトナム統計局

2011.12） 
同 100 人当たりの普及率 9.15 1.26 27.56 
固定ブローバンド加入者数 1,900.3 35.7 3631.4 
同 100 人当たりの普及率 0.79 0.25 4.13 

パソコン数  
50 万台 

（各種資料より推定） 

約 532 万台 
（情報通信省

2010.12） 
 

出所：注記のない数字は、ITU（http://www.itu.int/ITU-D/ICTEYE/Indicators/Indicators.aspx#）による。

ただし、カンボジアの固定電話数及び同普及率は誤記を修正した。また、ベトナムの携帯電話台数お

よび 100 人当たりの普及率の内 ITU の数値はベトナム統計局の数値を参照しているものと思われる。 
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訪問国 月 日（曜） 訪問先等 記 事 

 松本氏、平川氏 インドネシア一般情報収集 
６月１３日（月） 

 コンピュータソフトウェア協会 (ASPILUKI) インドネシア業界団体 
 環境省 インドネシア政府機関 
 PT. Tembaga Mulia Semanan Tbk (TMS) 日系電線製造企業 ６月１４日（火） 

 PT. Furukawa Optical Solution Indonesia 日系電線製造企業 
 JETRO インドネシア事務所 日本政府機関 

６月１５日（水） 
 JICA インドネシア事務所 日本政府機関 

 PT. Mukti Mandiri Lestari (Mukiti) ローカル産廃処理企業 
６月１６日（木） 

 バンドン工科大学 (ITB) 国立大学 
 PT. TES-AMM Indonesia (TES-AMM) ローカル産廃処理企業 

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

 

６月１７日（金）  PT. Prasadha Pamunah Limbah Industri  
(PPLi) 

日系産廃処理企業 

６月１８日（土） （ジャカルタからプノンペンに移動）  
６月１９日（日） （資料纏め）  

 JETRO カンボジア事務所 日本政府機関 
 JICA カンボジア事務所 日本政府機関 
 Resolvo 社 ローカル IT 企業 

６月２０日（月） 

 Blue Technology 社 ローカル IT 企業 

 環境省 （第 1 回目） カンボジア政府機関 
 国家 ICT 開発庁 （NiDA） カンボジア政府機関 
 カンボジア商工会議所 （CCC） 業界団体 

６月２１日（火） 

 環境省 （第 2 回目） カンボジア政府機関 
 王立プノンペン大学 IT センター 国立大学 
 Resolvo 社（第 2 回目） ローカル IT 企業 

カ
ン

ボ
ジ

ア
 

６月２２日（水） 
 プノンペンから HCMC に移動  

 HCMC 南部持続発展局 ベトナム地方政府機関 
 HCMC コンピュータ協会 業界団体 ６月２３日（木） 

 DONG TAM Group ローカル企業 
 First Co. Ltd. 日系産廃処理企業 

６月２４日（金） 
 Fujitsu Computer Product Vietnam 日系電子部品製造業 

６月２５日（土） （資料纏め）  
６月２６日（日） （HCMC からハノイに移動）  

 JETRO ハノイ事務所 日本政府機関 

 日立アジア・ハノイ事務所 日系民間企業 
 JICA ベトナム事務所 日本政府機関 

６月２７日（月） 

 富士通ベトナム 日系 IT 企業 
 ハノイ工科大学 （HUST） （第 1 回目） 国立大学 
 都市環境公社 （URENCO） 地方政府廃棄物処理機関 
 工商省工業安全技術･環境庁

（ISEA-MOIT） 
ベトナム政府機関 

６月２８日（火） 

 現場視察 （ハノイ市内 2 カ所）  
６月２９日（水）  ハノイ工科大学（HUST） （第 2 回目） 国立大学 

ベ
ト
ナ

ム
 

６月３０日（木） 
 ベトナム情報処理協会 （VAIP） 
 ベトナム電子産業協会 （VEIA） 

ベトナム IT 業界団体 
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１．５ 調査実施者 

調査の実施者は次のとおり。 

 

団長 布施 誠 JTEC 専門部長  

団員 牛坂正信 JTEC 第 2 技術部長 

団員 永谷光行 JTEC シニア・コンサルタント 

 

 

２．調査の方向と視点 

２．１ e-Waste/3R とは 

２．１．１ e-Waste と3Rの定義 

（ア）e-Waste とは 

e-Waste とは、electronic waste の略で、「電気電子機器廃棄物」や「廃電気・電子製品」などと

いう訳になる。私たちの生活に不可欠ともいえる携帯電話機、パソコン、テレビ、冷蔵庫などと

いった「電気で動く製品」の廃棄物をいう。 

 

（イ）3Rとは 

一般的に3Rとはリデュース、リユース、リサイクルを指す。本調査の目的は、携帯電話機やパ

ソコンなどの電子機器の廃棄物処理に焦点を絞り、当該国においてどのようにフォーマルにビ

ジネス化されているかを調査することにあるので、この一般的な3Rの定義を少し変更し、以下

のようにリデュースを対象外とし、リソース・リカバリを加えた3Rとして、カテゴライズして使用して

いる。 

 

 リデュ－ス(Reduction) 

廃棄物の排出抑制のことである。過剰な包装を避け、ひとつのものをできるだけ長く使用す

ることなどで、廃棄物の数量を減らすことができる。ただし、本調査では考慮対象外とする。 

 

 リユ－ス(Reuse) 

再利用のことである。物を修理して使ったり、そのまま製品として使用したりすることである。ま

たは、物の全部または一部を、その他の製品の一部として再使用することをいう。修理するだけ

ではなく、調整し直し、再塗装処理などをし、一定の保証をつけるなどして、再利用の付加価値

を高めて再販売するリファービッシュ（refurbish）もこの範疇に入れる。なお、日本のリサイクル・

ショップのリサイクルはリユースの意である。本調査では、携帯電話機とパソコンのリユースを中

心に調査する。 

 

 リサイクル(Recycling) 

再生利用のことである。紙、鉄、銅、アルミニウムなどの金属、ガラス、布など有価物の再生利

用を指す。本調査では、携帯電話機とパソコンのマテリアル・リサイクル（原材料リサイクル）に
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焦点を絞る。フォーマルにリサイクルを推進するには、関連法の整備、3R政策の推進、分別収

集の徹底、回収ルートの整備などが必要である。 

 

 リソース・リカバリ（Resource recovery） 

再資源化・資源回収のことである。貴金属及び希少金属の再資源化が脚光を浴びているこ

ともあるので、リサイクルから分離して別のひとつのカテゴリーとして扱っている。 

 

上記を構造化すると下図のようになる。当然、中央に進むにしたがって、3R の効果が高まる

が、e-Waste の処理に関する技術的難度が上がり、業務従事者には専門知識が求められる。ビ

ジネス展開では当然比例して、より大きな投資が必要になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．１．２ IT 開発と e-Waste 問題 

何ごとにも二面性が存在するように、IT 開発にも正の側面と負の側面がある。ともすれば、IT

開発における正の側面が強調され、メリットばかりが喧伝される。しかし一方で、負の側面も確

実に開発され増大していることも忘れてはならない。 

負の側面では、デジタルデバイドやサイバー犯罪に関するものが大半であるが、e-Waste も

負の側面のひとつとして位置づけて捉えるべきであると考えている。なぜならば、国を選ばず、

IT 開発の促進によって e-Waste の量も確実に増大するからである。そしてそれはとりもなおさず、

社会における環境負荷の増大をもたらす要因のひとつになる。IT 開発の一環として、e-Waste

の処理をいかに上手に行うかに注目し、その適切な処理が必要であるとの認識を共有すること

が重要であると思われる。 

 

 

 

 

Reduction（排出抑制） 

Reuse（再利用） 

Resource recovery 

（再資源化・資源回収） 

Recycling（再生利用） 
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２．２ 動機と目的等の確認 

本調査は、新興国・途上国のIT分野でのe-Waste/3Rへの取組みを事業化の観点から調査

する試みで、日本企業の海外進出、特にアジアの新興国・途上国への進出に資することを目

的として実施するものである。e-Waste/3R事業そのものへの進出は勿論のこと、現地企業への

機器の提供可能性等、ビジネスチャンスに繋がる情報の提供をも目的とするものである。 

 

本調査のポイントは以下の通りである。 

 

① 東南アジアの対象3カ国のIT分野e-Waste/3Rの実情を明らかにする。 

② 当該国で我が国企業のe-Waste/3R事業展開におけるビジネスチャンスを明確にする。 

③ 当該国での我が国企業の3R事業展開における課題について明確にする。 

国際協力機構（以下、JICA と略す。）の BOP ビジネス支援スキームの利用も含め、e-Waste/3R

関連での ODA 利用について調査する。 

 

なお、e-Waste/3R については、いわゆる「資源性と有害性の管理」という両面からのアプロー

IT 

開発 

負の側面 

１． デジタルデバイドの拡大、特に雇用に与

える影響 

２． サイバー犯罪 

 ネットによる有害情報の販売（違法有

害薬品販売、改造銃販売、ポルノ販売）

 ネットによる違法で危険な誘い（ポル

ノサイト、出会いサイト、集団自殺）

 スパイウエアやフィッシングサイト

による情報剽窃 

 クレジットカード偽造による不正使

用 

 サイバー攻撃・サイバーテロ（重要イ

ンフラへの攻撃） 

３． ネット依存症・チャット依存症・ゲーム

依存症 

４． 電力消費の増加・CO2 の増大 

５．e-Waste の増加 

正の側面 

１． 各種業務の効率

化（正確、スピー

ドアップ） 

２． 透明性や公正さ

のアップ（公開入

札、情報発信） 

３． 新規ビジネスの

発展 

４． 生活における利

便性の向上 

５． 安価な通信手段

の提供 
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チが重要であるが、本調査ではこのうち「資源性の管理」に重点を置いて調査する。 

 

２．３ 調査対象分野の限定 

世の中には多種多様な電子機器の e-Waste が存在するが、その中から、ICT 開発と強く相関

し、かつ販売量が大きい、すなわち e-Waste が出やすい下記の製品群を対象とした。下表の斜

線部分が調査の主な対象となる。 

 

e-Waste ビジネス（e-Waste/3R Management Business） 
対象製品（e-Waste） 

Reuse Recycle Resource Recovery 

携帯電話機    

パソコン    

 

２．４ e-Waste のサイクル 

上記の対象製品について、一般的には廃棄物管理票（マニフェスト）の流れに沿って、下表

の左欄のワークが各国において発生すると仮定して、調査結果の分析の足掛かりにすることに

した。下表の斜線部分の現状を調査・ヒアリングすることになる。 

 

e-Waste のサイクル インドネシア カンボジア ベトナム 

収 集    

運 搬    

利 用    

処 理    

貯蔵・保管    

 

２．５ 調査におけるビジネス化の視点 

２．５．１ 想定できる日系企業のビジネス形態 

e-Waste に関わる日系企業の業態を考えてみると、下表のように類型化されよう。進出は単独

あるいは現地企業との合弁がありえる。下表の斜線内の丸印が可能性のある分野である。 

 

進出形態 Reuse Recycle 
Resource  

Recovery 
備 考 

１．処理事業者 ○ ○ ○ 単独・合弁 

２．小売業者（機器・装置販売） ○ － － 単独・合弁 

３．コンサルタント ○ ○ ○ 単独・合弁 

４．基板類の輸出業者 － ○ － 単独・合弁 

５．投資家 ○ ○ ○  
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２．５．２ ビジネスとしての魅力の有無 

ビジネスとしての魅力が e-Waste をめぐり存在するかどうかが問われなければいけないが、で

きるだけ下表の要点を調査する。ただし、収支面については、本調査の目的を超えるところもあ

るので、対象外とした。下表の斜線が調査対象となる。 

 

分野/事業 Reuse Recycle 
Resource  

Recovery 
備 考 

(1)需要がある ◎ ◎ ◎ 調査対象

(2)処理量がある程度ある ◎ ◎ ◎ 調査対象

(3)競争相手の有無 ◎ ◎ ◎ 調査対象

(4)品質の良い中古品の有無 ◎ － － 調査対象

(5)中古品価格 ◎ － － 調査対象

(6)再資源化漏れがある － ◎ ◎ 調査対象

(7)再資源化率が悪い － ◎ ◎ 調査対象

需要面 

(8)日系企業への期待 ○ ○ ○ 調査対象

(1) 国の意向がある 

◎ 

中古 

市場形成 

◎ 

自国内回収 

◎ 

自国内回収 
調査対象

施策面 

(2) 誘致の優遇制度がある ◎ ◎ ◎ 
調査 

対象外 

収支面  ◎ ◎ ◎ 
調査 

対象外 

凡例：◎進出を検討する企業にとって必須な情報 ○同様に有益な情報 

 

２．５．３ 現状調査結果のまとめ 

前項の調査の目的と視点を踏まえ、各国の e-Waste/3R に関する「政策および施策」、「取り

組み状況」、そして「ビジネスの参入可能性」としてまとめた。 

 

 

３． 調査結果 

調査の結果の概括として、各国の e-Waste/3R に関する①現状、②国の方針および施策、③

国の取り組み状況、④民間の取り組み状況、⑤法整備及び許認可制度、⑥ビジネスの可能性

を下表に示す。各国の状況をお互い比較することで、遅れた分野で次になすべきことが見えて

くるかもしれない。なお、比較のために日本の状況も示してある。 
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３．１ 当該 3 カ国の調査結果の概括と比較 

 

分 野 インドネシア カンボジア ベトナム 日本（参考） 

e-Waste/3R の現

状 

 現在のところ、フォーマルな形でe-Wasteとして処理され

ているものは、工場などから廃棄される電子機器や部

品に止まっている。家庭や一般企業から排出される

e-Wasteの処理は、インフォーマルな業者がそれぞれ個

別に処理を行っている状態で、国や地方政府が管理

できる状況にはない。 

 Reuse、Recycleの過程での利用や処理はかなり発達し

ているが、Resource recoveryの範囲になると、国内でこ

の処理業務を行っている企業は存在せず、隣国のシン

ガポールなどに搬送して処理しているのが実情であ

る。 

 カンボジアは e-Waste/3R イニシアティブにおいても発

展途上にあるといってよい。国連機関のＵＮＥＰ、日本

の環境省、ＮＧＯなどの支援を得ながら、環境省が主

導して 2000 年代後半から活動を行っているが、それは

民間セクターや家庭に浸透しているとは言い難く、依然

として遊離した状態にあるといってよい。首都プノンペ

ンを中心に都市化の波があらゆる面で出始めたいま、

e-Waste/3R に関し、官民連携を強化が求められてい

る。法整備も含め、同施策をより強固に実践的に推し進

める体制の構築が必要である。 

 e-Waste は固形廃棄物や有害廃棄物の一部として規

制されており、その取扱いはライセンスが必要である

が、必ずしも適切に処理されていない。e-Waste の

Recycle はリサイクル工芸村とよばれる地域で金属や

プラスチックなどを取り出す処理を行っている。また、

PC や CRT を破砕したりしてプリント基板などの有価廃

棄物を取り出している。しかし、これらも不適切な処理

が多く、健康被害や公害の発生、自然破壊に繋って

いる。有価廃棄物はこうした方法以外ではベトナムで

Resource Recovery ができないため、多くは中国に送

られて処理されている。最近では、工商省や研究機

関において Recycle や Resource Recovery を国内で適

切に行うことを真剣に考えており、新しい取り組みが

始まっている。 

1. パソコンメーカーによる家庭系使用済パソコンの

平成 22 年度回収・リサイクル実績（パソコン 3R

推進協会資料） 

回収・リサイ
クル実績 

台 数 前年度比 構成比 

デスクトップ
PC 本体 

66,860 116.4% 32.3% 

ノートブック
PC 

53,932 127.6% 26.0% 

CRT ディス
プレイ 

29,278 92.0% 14.1% 

液晶ディス
プレイ 

57,020 138.0% 27.5% 

計 207,090 119.8% 100% 

2. 携帯電話・PHS の平成 22 年度回収・リサイクル

実績（モバイル・リサイクル・ネットワーク資料） 

回 収 台数（重量 トン） 

携帯電話 7,343,000（696） 

電 池 10,085（198） 

充電器 6,120（461） 
 

国 の 方 針 及 び

政策 

 環境省は e-Waste の所管官庁であり、また、MICT（情

報通信技術省）もステークホルダのひとりである。2006

年に e-Waste 及びその 3R に関する Preliminary Study

および Survey を The Secretariat of Basel Convention の

支援のもと実施し、報告書「Preliminary Inventory of 

Electronic and Electrical (E-Waste) in Indonesia」を作成

した。その後、省庁内でコーディネーションミーティング

を実施しており、e-Waste に関する規制などを策定中で

ある。2011 年には上記の Survey を基に具体的な実施

プログラムを実現したいと考えている。 

 

 3R 及び e-Waste に関する政策は、環境省（MoE）が担

当している。推測になるが、環境省に廃棄物関連の活

動を開始する切っ掛けを与えたのは、２００３年２月から

２００５年３月まで実施された JICA の開発調査である

「プノンペン市廃棄物管理計画調査」に違いない。この

調査の後、環境省は、国連開発計画 技術・産業・経済

局 国際環境技術センター（UNEP-DTIE-IETC）の支援

を得て、本格的に廃棄物管理に乗り出している。しかし

ながら、印象では、資金難及び人材不足のせいか、そ

の活動も継続性がなく、一元管理されているようには見

えない。 

 環境や廃棄物全般に関する取扱いは天然資源環境

省が主所轄官庁である。e-Waste やその 3R に関する

政策などは、工商省、情報通信省なども関与する。例

えば、工商省は環境・廃棄物に対する技術的な問題

解決と金融・産業分野で環境保護を行う。また、工商

省は 2012 年から 3 年間、リサイクルにより金属（銅、ア

ルミ、錫など）や貴金属を取り出す「廃棄物のリサイク

ルを推進する政策とメカニズムの提言」という国家プロ

ジェクトを推進する予定である。 

 

1. 現時点での法整備絡みの状況は下記の通り。 

① 家電リサイクル（エアコン、テレビ、冷蔵庫・冷凍

庫、洗濯機）： 特定家庭用機器再商品化法（家

電リサイクル法） 

② パーソナル・コンピュータ： 資源有効利用促進

法 

③ 携帯電話・PHS： 自主的な取り組み 

2. 都市鉱山に関する取り組み 

中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会の下に、小型

電気電子機器リサイクル制度及び使用済製品中の有

用金属の再生利用に関する小委員会を置き、以下の

検討を行っている。 

① リサイクルに係る独自の法制度が存在しない使

用済小型電気電子機器中の有用金属のリサイク

ルの在り方 

② 家電４品目、パソコン及び自動車のリサイクルに

関する取組み（リサイクルの実効性、有用金属の
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分 野 インドネシア カンボジア ベトナム 日本（参考） 

リサイクル等）の整合性 

参考 URL： 

http://www.ne.jp/asahi/kagaku/pico/ 

basel/e_waste/e_waste.html 

国の取り組み状

況 

 インドネシアでは、e-Wasteの輸入は禁止されている。

但し、中古PCに関しては、需要の大きさから、貿易省

（Ministry of Trade）が製造後3年以内、LCDタイプ、

Pentium4 以上等の仕様を備える完成品中古ハード

ウェアの輸入を許可する計画である。また、環境省は

Coordination Ministryとして中古PCをどう取り扱うか関

係のコンソーシアムに図り検討を行っている。 

 国内で収集されたPCは中古の低価格製品として再販

されたり、学校で利用されたりするものもある。携帯電

話機は1年程度で取替える人が多く、今後はこの3Rも

検討課題との認識をもっている。なお、e-Wasteの対象

としては、ＰＣのみで携帯電話機は今のところ対象外

である。 

 

 カンボジアは e-Waste/3R イニシアティブにおいても発

展途上にあるといってよい。国連機関ＵＮＥＰ、日本の

環境省、ＮＧＯなどの支援を得ながら、環境省が主導し

て２０００年代後半から活動を行っているが、それは民

間セクターや家庭に浸透しているとは言い難く、いっそ

うの努力が求められている。首都プノンペンを中心に都

市化の波があらゆる面で出始めたいま、官民連携を強

化し、法整備も含め、e-Waste/3R 政策をより強固に実践

的に推し進める必要があると思うのは我々ばかりではあ

るまい。 

 

 工商省の工業安全技術･環境庁では環境産業協会を設

立し、産業界の環境に係る指導と政策の実行および

環境産業の育成を行っている。また、首相決定

Decision 1030/QD-TTg 2009 「2015 年までのベ

トナム環境産業の発展と 2025 年までのビジョン」に基

づき、環境配慮促進プロジェクトが発足し、3R の検討

が始まった。さらに検討中の廃棄物回収法（案）に対

するパブリックコメントを求めた。 

 ベトナムは特殊なものを除いて中古品の輸入を禁止

しているが、産業界の要望もあり、現在は情報通信

省により、ラップトップＰＣの中古品輸入が認められて

いる。 

 プリント基板など有価廃棄物の Recycle、Resource 

Recovery はベトナムには十分な技術と設備がなく、

不適切な処理のため、社会問題となっているが、同

時にこうした有価廃棄物が中国に輸出され、機会損

失となっていることが課題として認識されるようになっ

てきた。そのため、地方政府や政府系の廃棄物処理

事業者なども海外からの投資や技術移転などを求め

ている。 

 

1. 特記すべきは都市鉱山関連の取り組みであろ

う。環境省は上欄で記した小委員会を設置し、

小型家電のリサイクル制度と製品中の有用金属

の再生利用について検討している。年内に案を

取りまとめ、早ければ 2012 年度の通常国会に関

連法案を提出する予定。 

2. 2011 年 7 月には、経済産業省、総務省、環境省

がコーディネーター役となり、下記の構成員で、

「携帯電話リサイクル推進協議会」が発足した。

携帯電話のさらなる回収・リサイクルの促進と同

時に、e-Waste 分野の産業である「静脈産業」の

海外展開を支援する。 

構成員（正会員） 

 大手家電流通懇談会 

 一般社団法人情報通信ネットワーク産業協

会 

 一般社団法人中古情報機器協会 

 社団法人電気通信事業者協会 

 一般社団法人モバイル機器３Ｒ協会 

 上記団体会員企業等 

民間の取り組み

状況 

 今回の調査ではそれぞれ特徴のある産業廃棄物処

理業者 4 者と面談した。このうち、ローカル企業の 2 社

からは、業務領域を拡大するための機材・人材に関す

る日本からの ODA 支援などにも強い関心が示されて

いる。 

 

 PT. Teknotama Lingkungan Internusa （TLI） 

TLI 社は、PC、コピー機、音響機器、カメラ、その他家

電製品、電線などの e-Waste やタンカー船の廃油など

の収集、運搬、及び処理を行っている。 

 PT. Mukti Mandiri Lestari (Mukti) 

 ２、３の IT 関連組織及び商工会議所でヒアリングを行

った限りでは、3R 及び e-Waste への認識はゼロに近

く、UNEP 及び環境省の活動は何ら浸透していないと

いってよい。 

 カンボジアの廃棄物収集は市や町の当局から民間に

委託されている。Cintri (Cambodia) Limited は、一般

家庭ごみ収集をプノンペン市当局から委託されてい

る。Sarom Trading Company は、プノンペンとカンダー

ル（Kandal）地域の産業廃棄物の収集を請け負ってい

る。両社とも回収・輸送・廃棄処理のライセンスを取得

している。ダンプサイトは、プノンペンから 20km 離れ

 ハノイ都市環境公社（Hanoi URENCO） 

ハノイ市内の家庭ごみ処理（回収、運搬、管理、保

管、最終処分）を行うハノイ市人民委員会傘下の企

業。産業廃棄物処理は全国でのライセンスを持ってい

る。e-Waste は収集した廃棄物を分解し、分析するが、

設備がないため、リサイクル業者に売り渡している。日

本の JICA とは「ベトナム国ハノイ市における 3R イニシ

アティブ活性化支援プロジェクト」というプロジェクト

（3R-HN：3R ハノイ）を実施した。これは生ごみの分別

収集・リサイクルの導入及び環境の PR を進めたもの

である。 
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分 野 インドネシア カンボジア ベトナム 日本（参考） 

Jakarta と Bangdung の中間の Bekasi にある e-Waste、

化学廃棄物、プラスチックスクラップ、金属スクラップ、

液体廃棄物、固体廃棄物を取り扱う企業で、産業廃

棄物の収集、運搬、保管、処理を行っている。1997 年

創立で、従業員は事務職 20 名、作業員 80 名程度。

地元の低学歴者の雇用促進に貢献することを社是に

している。2010 年に ISO14001 を取得している。 

 PT. TES-AMM Indonesia (TES-AMM) 

2010 年 6 月に設立された e-Waste Management 

Solution を提供する米国系企業である。インドネシア

では e-Waste の Logistics（収集、保管、運搬）と

Separation（金属、プラスチックなどの仕分け）を行って

いる。収集した e-Waste はシンガポールの処理工場に

運び、そこでリサイクルなどを行っている。下表は、収

集、輸出、ローカルリサイクルのボリュームである。 

 

2009 2010 

Activity Volume 

(m3) 

Weight 

(ton) 

Volume 

(m3) 

Weight 

(ton) 

Collection 180.93 116.2 626.87 219.69 

Shipment 136.46 18.56 407.55 86.63 

Local 

Recycle 
44.47 8.06 176.31 114.56 

 

 

プリント基板（PCB）やパーツなどで貴金属を含む

e-Waste 輸出は、2010 年には 100ton 近くに増加して

おり、インドネシアで e-Waste の問題が顕在化するの

は、時間の問題であることが、この会社の上記資料か

らも見てとれる。 

 P.T. Prasadha Pamunah Limbah Industri （PPLi） 

日本の DOWA エコシステム社のインドネシア子会社

である。Waste 全般に対して、分析、収集、運搬、処

理、最終処理、廃油・廃液処理を行っている。同社は

環境省が最終処理のライセンスを与えているインドネ

シア国内唯一の企業である。DOWA が資本金の

95%、インドネシア環境省が 5%を保有している。従業

たところに存在する（有害廃棄物を埋設できるダンピ

ングサイトが不足しており、環境面から見て合格点を

与えることが出来るサイトは存在していないという記述

がある。サイトの近くの住民は危険にさらされていると

指摘されている。）。なお、これらの民間業者は、

e-Waste を専門的に扱っていない。つまり、いまのとこ

ろカンボジアに e-Waste を扱うフォーマルな業者は存

在しない。 

 

 First Co. Ltd. 

2008 年 7 月にホーチミン市で設立された日系企業で

ある。同社は廃棄物処理の品質と適正管理で日系企

業や外資系企業の信頼を得ている。通常の廃棄物処

理のライセンスを持つが、有害廃棄物処理設備を導

入し、この分野でのビジネスを展開する計画である。 
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分 野 インドネシア カンボジア ベトナム 日本（参考） 

員数は 400 名で、多くは工場周辺の住民であり、雇用

を提供し地域的な貢献を行っている。 

15 種類の廃棄物の取り扱いライセンスのうち、放射線

廃棄物、医療廃棄物を除く全てのライセンスを保有す

るのはこの PPLi のみである。 

法整備及び許

認可制度 

 1993 年 Basel 条約批准 

 主な法律は下記の通り。 

 1999 年 政令 18 号「有害有毒廃棄物の管理に関

する政令」 

 1999 年 政令第 85 号「1999 年第 18 号の政令

改正」 

 2009 年 規制 18 号「有害廃棄物管理の許認可手

続に関する規制」（http://b3.menlh.go.id/peraturan/） 

 産業廃棄物を取り扱う事業者は、環境省からライセンス

を取得するが、このライセンスは、廃棄物の収集、運

搬、利用、プロセス、保管に分類されて 15 種類存在す

る。 

 2001 年 Basel 条約批准 

 主な関連法を記す。 

 環境保護及び天然資源管理に関する法律（1996

年）  

 製品及びサービスに関する品質及び安全に関す

る法律（2000 年） 

 政令（Sub-decree）は下記の通り。 

 水質汚染管理に関する政令（1999 年）  

 固体廃棄物に関する政令（1999 年）  

 大気汚染管理及び騒音公害の関する政令（2000

年）  

 カンボジアの工業標準化に関する政令（2001 年） 

 オゾン破壊物質に関する政令（2005 年） 

 関連する条例等は下記の通り。 

 カンボジアにおける固体廃棄物及びごみに関する

内務省及び環境省の共同声明（2003 年） 

 カンボジアにおける固体廃棄物に関する環境ガイ

ドライン（2006 年） 

 カンボジア王国における廃棄物に関する国家 3R

戦略（ドラフト）（2008 年） 

 1995 年 Basel 条約批准 

 主な法律は下記の通り。 

 環境保護法 

ベトナムの廃棄物に関する基本的な法律は 2006

年 7 月に施行された環境保護法である。これは国

の環境保護全般に係る基準や管理についての法

律であり、廃棄物はその一部として取扱われてい

る。 

 固形廃棄物の扱い 

「2025 年までの固形廃棄物統合管理国家戦略と

2050 年へのビジョンの承認決定」（2009 年） 

・ 全ての固形廃棄物は各地域の実態に即し

て、先進的で環境に優しい技術を利用して回

収、再利用、リサイクル及び高度の処理を行

い、埋立て処分量を最小限に抑えること

（2050 年迄のビジョン） 

 有害廃棄物関連法 

・ 有害廃棄物管理規定 （2011 年） 

・ 有害廃棄物の埋立てに関する技術指針

（2002 年） 

・ 有害廃棄物の管理に関する規制 

・ 有害廃棄物管理規定施行により、旧関連法

が失効。有害廃棄物取扱い事業ライセンス

を受けていた事業者は新規定による検査を

2011 年 8 月 31 日までに受け、新事業ライセ

ンスを得ることを義務付けた。 
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分 野 インドネシア カンボジア ベトナム 日本（参考） 

ビジネスの参入

可能性 

 Reuse ビジネス 

PC や携帯電話機の中古市場は既に民間主導で構築さ

れてきており、この分野で我が国企業が参入できる余地

は少ない。 

 Recycle&Resource Recoivery ビジネス 

Indonesia Toward Green IT によると、PC は 100 万台／

年の規模で廃棄されており、年率 25%で増加していると

の調査結果がある。また、PC のライフサイクルは 3 年程

度であり、再利用されるものの陳腐化が激しく継続して

何年も使用できるものではないという ASPILUKI（インド

ネシアコンピュータソフトウエア協会）の話や、訪問した

TES-AMM の e-Waste 輸出量が大幅な増加をみせてい

ること、PC の本格的普及はこれからであることを考える

と、現在使われている PC はここ数年のうちに旧型を中

心に e-Wasteとしてまとまった量として出てくることが予想

される。また、携帯電話機の廃棄に関しても、既に普及

率が 100％に迫っており、また、その使用形態/買換え形

態並びに昨今のスマートフォン需要等から考えて、古い

タイプの電話機を中心に、大量に e-Waste となって廃棄

される可能性が高い。 

インドネシア国内での e-Waste の規模が拡大することが

予想されるので、処理ビジネスへの参入も増加すであろ

う。我が国企業の参入が考えられるが、留意すべき点と

して、以下の事項が挙げられる。 

 回収量としてみた場合には、PC、携帯電話機だ

けでの e-Waste 処理では限界があり、それ以外

の e-Waste との抱き合わせで考える必要があろ

う。 

 TES-AMM のようなビジネスモデル（国ごとに処

理施設を持つのではなく、特定国に複数国をカ

バーするような処理施設を持つ形態）も有効で

あろう。 

 都市鉱山をその国毎の資産と考えれば、国と民

間企業の Public Private Partnership (PPP)スキー

ムを利用して e-Waste 処理にあたるということも有

効であろう。また、地方では、JICA の BOP スキ

 Reuse ビジネス 

結論的には、携帯電話機と PC に関連する Reuse の範

疇でのビジネスは、既存の業者やショップで占められて

おり、間に合っているというのが印象である。理由として

は、減ってきているとはいえ、携帯電話ショップの数が

730 件ほど存在し、その大半が中古携帯電話機の販売

を行っていると考えてよい。PC ショップは急速に増えて

いる。320 件以上も存在する。PC の場合はすべてのショ

ップが中古機器を販売していないだろうが、カンボジア

ではまだ中古 PC 数が少ないことを考慮せざるを得な

い。 

 Recycle ビジネス 

この範疇のビジネスにフォーマルの形で参入するのは

かなり困難であろう。その理由として、 

 e-Waste 処理に関する法律が未整備 

 インフォーマルな世界の収集ネットワークや体制

が出来ている 

 e-Waste の総量が相対的に少ない 

ということがある。 

 Resource Recovery 

現状からして、Resource Recovery ビジネスが成立する

だけの e-Waste 処理量が継続的に得られるとは思えず、

社会はまだそこまで成熟していないと判断せざるを得な

い。因みに環境省の資料を見ても、廃棄物の分類の中

に e-Waste の項目を見つけることが出来ない。 

  ODA による支援 

カンボジアの場合、ODA を含む国際協力分野でのビジ

ネスの実現に現実性があると考えられる。JICA の国際

協力などを想定して必要な支援分野を列記すると下表

のようになる。 

 

分 野 支援内容 記 事 

環境及び関連

分野の法整備 

e-Waste を含む関連

法整備支援 
 

人材育成 

環境省及び地方行

政局の職員研修 

官 側 の 人 材

育成 

 Reuse ビジネス 

ベトナムでは PC 台数はまだ少ないものの、携帯電話

機は既に 1 人１台以上の普及率となっており、ハノイや

ホーチミン市などの都市地区では、PC ショップや携帯

電話ショップが軒を並べている。これらの店では、中古

品の扱いと共に、e-Waste となった PC や携帯電話機か

ら必要な部品を取り出し、修理、組み立てなどを行う技

術者が従業員として働いている。こうしたことから、PC

や携帯電話機をリユースする中古市場は既にあり、多

くのプレィヤーがいるため、そこに日本企業が新たに

参入するのは困難であると思われる。 

 Recycle ビジネス 

PC、携帯電話機のリサイクルビジネスの多くはインフォ

ーマルな形で実施されているものが多く、不十分な知

識と設備により処理されている。こうしたことの多くはリ

サイクル工芸村と呼ばれる地区で処理が行われてい

る。工商省も国としてリサイクリングに対する経験を持

っていないとの認識であり、ホーチミン市なども知識と

経験を持つ日本企業による投資や参入を期待してい

る。日本のリサイクル処理装置や技術を用いて、こうし

た分野に参入することはベトナムにとって好ましいと言

える。また、リサイクルを適正に行うための廃棄物回収

法案の早期施行やベトナム政府による外資の適正な

廃棄物処理場の建設・運営を含めた支援及び住民に

対する分別収集の教育啓蒙が必要である。 

 Resource Recovery ビジネス 

本来はベトナムで Resource Recovery すべき有価物を

資本や能力に乏しいとして、中国に輸出せざるを得な

い現状は問題であるとの認識を示している。 

ベトナムは世界有数の携帯電話普及国であり、これら

に使われている貴金属などの資源を環境に優しく安全

に、回収できる仕掛けを早急に作らないと、ますます

自国内で再資源化をするのは困難となってくるものと

思われる。日本には、いくつかのこうした分野の対応

能力を持つ企業が存在しており、こうした企業と現地と

の合弁企業を作るなどの検討が必要であると考える。 
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分 野 インドネシア カンボジア ベトナム 日本（参考） 

ームの利用も有効であろう。 

 e-Waste の回収ルートの確立が最も重要である。

前述の e-Waste 処理企業を含む既存企業との

提携を考慮することも参入を容易にするはずで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

CJCC や職業訓練機

関での研修支援（雇

用促進策の推進と

同期） 

民 間 の 人 材

育成 

複数の国立大学の

環境学部整備支援 

教 育 分 野 で

の人材育成 

管理体制構築

支援  （システ

ム導入支援） 

環境省及び関連出

先機関への管理シ

ステム導入支援 

官側への「産

業 廃 棄 物 マ

ニ フ ェ ス ト 管

理 シ ス テ ム 」

の導入 
 

 





























































































































































































































































JTEC 34

ベトナム写真（１）  

HCMCの電気街

 

撮影：調査チーム ハノイのＰＣショップ街

 

撮影：調査チーム



JTEC 35

ベトナム写真（２）  

回収されたプリント基板 農地に放置されたCRTディスプレ

（北部にあるリサイクル村）

写真：ハノイ工科大学環境科学技術研究所

 

Dr.Nguyen Duc Quang提供
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調査結果・ビジネス機会（総括）  

インドネシア カンボジア ベトナム

e-Waste排出量

（推測）
大規模の可能性 大規模の可能性小規模

Reuse（再利用）

（中古市場）

Reuse（再生利用）

Resource Recovery
(再資源化・資源回収）

付加価値が必要可能

• 調査時点での評価
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まとめ  

 e-Waste の適正３Ｒの実施
 

→
 

マイナス面をプラ
 ス面に転換

 
←

 
我が国産業界の進出

 Reuseビジネス

 Recycleビジネス

 Resource Recoveryビジネス

貧困層へのＩＣＴ端末機器普及施策
各国での中古市場の全国展開支援（民間ベース）

環境問題と絡めた公共的なプロジェクト（BOP,PPP)



JTEC 38

 

コンタクト

Fuse@jtec.or.jp

Nagatani@jtec.or.jp

Ushizaka@jtec.or.jp

TEL:03-3495-5215

FAX:03-3495-5219

URL:http://www.jtec.ot.jp

jtec@jtec.or.jp

ご清聴，ありがとうございました。
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